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１．は じ め に
　「還暦の ODA　安倍カラ―」と 2014 年 5 月 18
日，日経新聞は政府開発援助（ODA）大綱改定
について報じた。国際社会における日本の立場や
役割を果たす重要な外交手段である ODA に，安
倍晋三首相の国際協力戦略，特に「日本の経済成
長」，「積極的平和主義」が反映されることになっ
た。1954 年，日本は国際機関から融資を受け戦
後復興を遂げる中，アジアや太平洋地域の社会や
経済発展を支援するために設立された「コロンボ
プラン」に参加することで ODA を開始した。そ
の後 ODA 大国として，日本はアジア中心に円借
款を供与し地域の経済発展に貢献したが，「開発
途上国の貧困削減よりも，ODA を自国の経済利
益のために利用している」との批判を受けてきた。
本稿は，まず日本の ODA を概観し，国際開発規
範と日本の ODA 政策における検証と，ODA 大
綱改定による国際社会への影響について考察を行
う。
２．日本の国際協力
　日本が発展途上国に対して技術協力を開始して
から，2014 年 10 月で 60 周年を迎えた。日本は，
この間 169 か国と 21 地域に対する二か国支援と，
世界銀行やアジア開発銀行などの国際機関を通じ
た多国間支援を実施してきた 1）。　ODA には，
無償資金協力（贈与），技術協力，有償資金協力
の種類があり，日本の有償資金協力（円借款）の
比重は，他の援助供与国に比べ高い。戦後アジア
諸国への賠償支払いが 1976 年に完了すると，経
済成長とともに，日本の ODA 総額は急増傾向と
なり，1989 年に世界第 1 位の ODA 供与国になっ
た。1991 年から 2000 年までの 10 年間，日本は
世界第 1 位を維持したが，2001 年から米国が援
助額を大幅に増大したことにより首位から退き，
その後経済状況が厳しくなると ODA 予算は削減
の傾向を辿った。2014 年の ODA 予算額はピー
ク時の半分以下に減り，米国，英国，ドイツに次
いで日本は世界４位の援助国である。日本の
ODA 実績累計（1969 ～ 2012）を地域別に見ると，
アジア（1159 億ドル），サハラ砂漠以南のアフリ
カ（321 億ドル），中東・北アフリカ（256 億ドル），
中南米（155 億ドル），ヨーロッパ（34 億ドル），
太平洋諸国（33 億ドル）と主にアジアを援助の
対象としてきた 2）。また，ODA 実績を分野別に
見てみると，他の援助国は教育や保健などの社会
インフラ整備の割合が多いのに対し，日本は輸送
や通信，電力など経済インフラ整備を重視する傾
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向が強い。1992 年には，理念の明確化や政策面
での強化が国際社会から求められ，ODA 政策の
基本的方針を定めた「ODA 大綱」が策定され，
援助の目的や原則，重点分野等が明文化された。
2003 年には，「人間の安全保障」，「平和構築」が
新たにキーワードとして掲げられ，「ODA 大綱」
を改定し，「国民参加」，「透明性確保」，「効率性
向上」を柱とした「ODA 改革」に取り組んだ 3）。
　「情けは人の為ならず」という諺もあるように，
ODA は，軍事力を行使できない日本が，国際社
会で影響力を持つための重要な外交手段でもあ
る。海外依存率の高い資源や食料を確保するため
の手段として，貿易，投資，援助を三位一体で実
施し，東南アジアなどの ODA と日本企業の市場
開拓を並行して進めるなど，日本経済を支援する
手段でもある。また，国連常任理事国入りを目指
す日本にとって，ODA は支持票集めの布石とし
ても機能している。
３．国際規範と国際開発規範
　国際関係論において一般的な規範の定義は，与
えられたアイデンティティを持つアクターにとっ
て適切な行動を示す基準 4）で，国際社会におい
ては，国家やグローバルな行為主体が承認する原
則，法，条約や同意を含む 5）。規範は，国家や国
際機関の行動を変容させてきた歴史を持ち，国内
政治においては，参政権，民主主義，人権や労働
基準，そして奴隷制や南アフリカ共和国の人種隔
離政策の廃止にも大きな影響を与えた。規範に
とって「ふさわしさ」や「適切性」が重要で，多
くの国家が容認していた時代における「帝国主義」
や「奴隷制度」も当時は「適切である」と判断さ
れる規範があったからだと言える 6）。「道徳的価
値観」が規範として国家の行動に影響を及ぼす事
例は，David Lumsdaine の先進国の開発援助研
究で紹介されている 7）。
　国際機関や国際 NGOs が，多くの国家に国際
規範の受容を促す役割について，多くのコンスト
ラクティヴィスト（構成主義者）がこれまで研究
を重ね，規範の基となる間主観的概念である「ア
イディア」の受容や伝播についてのメカニズムや
過程が明らかになっている 8）。多くの研究で明ら
かになった事例には，国際機関や地域連合などが，
加盟国や発展途上国に規範を遵守させる方法があ
る。例えば欧州連合が加盟国に対して求める，政
治，社会，経済的な規範は，コペンハーゲン基準
と呼ばれ，民主主義，法の支配，人権の尊重など
の政治的規範と，市場経済を活性化する加盟国の
役割を，加盟条件としている。また，世界銀行や
国際通貨基金などの国際金融機関は，融資が必要
な発展途上国や国家経済が破綻しそうな国に対し
て，融資条件を課すことで，世界市場経済におけ
る規範を強制することができる。例えば，1990
年代の構造調整プログラムで，世界銀行や国際通
貨基金は，途上国政府に市場自由化の促進と，総
需要抑制政策の実施を借款供与の条件とした。ま
た，規範の受容者が，国外からの圧力を利用し，
国内の政治経済の改革に成功する可能性もある。
　経済協力機構（OECD）は国際開発規範の遵守を
推進してきた国際機関の一つである。ヨーロッパ
諸国を中心に日・米を含む 34 か国の先進国が加盟
する同機構は，国際マクロ経済の動向，貿易，開
発援助，ガバナンスなどの分野における加盟国間
の分析・検討を行っている 9）。その傘下の開発援助
委員会（DAC）は，1960 年に米国の提唱により設
立された開発援助グループ（DAG）が 1961 年に発
足した OECD の委員会に改組されたものである 10）。
DAC は，現在 OECD 加盟国のうちチリ，エストニ
ア，ハンガリー，イスラエル，メキシコ，トルコ
を除く28か国と欧州連合（EU）の合計29のメンバー
で構成 11）され，「貧困層に配慮した経済成長を含む
持続的開発，貧困削除，途上国の生活水準の向上
および援助への依存から脱却した将来へ貢献する
ための開発協力と他の政策の推進」を目的とし，
援助の量的拡大と質の改善，援助政策の効率を向
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上させるための国際開発規範を加盟国で共有する
ため，加盟国の援助政策の「開発協力相互レビュー」
（OECD Development Co-operation Peer Reviews）
を実施している 12）。
　DAC は，原則的に，世界の南北格差を縮小す
ることへの努力と人道支援の増加を，国際開発規
範として加盟国に促してきた 13）。例えば，対国
民総所得（GNI）比率 0.7% を援助支出額の目標
とすることや後発開発途上国（LDC）向けの
ODA のアンタイド化も，この国際開発規範を遵
守するための実施内容である。対 GNI 比 0.7％を
既に達成している DAC 加盟国は，スウェーデン，
ノルウェー，デンマーク，ルクセンブルク，オラ
ンダと，英国である。他の欧州連合の加盟国も
2015 年には，この目標を達成することを約束し
ている。日本の援助も，80 年代「ひも付き」と
の批判を受け，アンタイド化の勧告を受けた。こ
のように，DAC は，加盟国の援助を監視し，開
発規範の遵守を推進してきた。
4．国際開発規範と日本の ODA
　 日 本 は，1961 年 9 月 の OECD 発 足 時 か ら
DAC に加盟しており，対途上国援助の量的拡大
と効率化を目指し，その他の加盟国とともに，援
助の量と質について定期的に開発協力相互レ
ビューを実施してきた 14）。DAC は，南北格差の
縮減や人道支援の増加の推進を目的に，加盟国の
援助状況を，ODA 実績（総額，対 GNI 比，二国
間援助割合），援助供与国（Top ten），援助開発
分野，援助対象地域，また援助供与国の所得レヴェ
ルについて定期的に評価し，ひと目で加盟国と比
較できるように図表を提供している 15）。また，「開
発協力相互レビュー」の結果による DAC の勧告
を遂行したか否かについての評価も付記してい
る。例えば，『開発協力相互レビュー：日本』
2014 年版では，2010 年のレビューで勧告された
留意点が改善されたかどうかについての評価も掲
載され，相互レビュー結果も継続的にモニターさ
れる仕組みになっている。2010 年の勧告に対す
る日本の査定は，「改善された」（Implemented）
が 31%，「 部 分 的 に 改 善 さ れ た 」（Partially, 
implemented）32%，「改善されていない」（Not 
implemented） は，37% で あ っ た 16）。 日 本 は，
DAC の開発協力レビューの勧告を真摯に受け止
め，前向きに検討し ODA の質と量の改善に努力
していると，一定の評価が得られている。
　DAC は，国際開発規範を推進するため，援助
重点地域や，分野，所得グループについての基準
も示唆しているが，日本の ODA は，DAC が推
進してきたこの国際開発規範を受容してきたので
あろうか。まず，最初に，日本の援助対象地域の
推移を検証してみよう。図 1，2，3 は，DAC が
発表している ODA 地域別実績における日本と加
盟国の比較である。サブサハラ・アフリカ地域の
49 か国中 34 か国は，後発開発途上国（LDCs）
で人口の約半分が貧困の境界線である「1日約1.25
ドル」未満の生活を送っている 17）ため，DAC 加
盟国は，継続的にサブサハラ・アフリカ地域を重
点的に支援している。しかし，1970 年代，戦後
賠償とセットで開始した日本の ODA 支援重点地
域は，アジアが 90% 以上を占めていた。その後，
次第にアジア向けの割合が減少したが，2001 年
度においても，後発開発途上国だったインド，バ
ングラデシュを含む南アジアではなく，東南アジ
アや中国への支援を強化していた（図１）。
　1993 年 か ら， 日 本 は， ア フ リ カ 開 発 会 議
（TICAD）を，国連，国連開発計画（UNDP），
アフリカ連合委員会（AUC）及び世界銀行と開
催し，日本のサブサハラ・アフリカ地域への
ODA を 1996 年 以 降 も 徐 々 に 増 加 さ せ た 18）。
2006 年度には，他の DAC 加盟国の地域別割合平
均 40% と同レヴェルに達し（図 2），サブサハラ・
アフリカ地域の深刻な貧困問題に貢献しようとす
る努力が見られる。
　2011 年からの近年の傾向としては，図 3 に見
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図 2　日本と DAC 加盟国の ODA 地域別実績比較（2006－2007）
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出典：OECD Library「Regional Distribution of ODA by Individual DAC Donors」のデータをもとに筆者作成
られるように，サブサハラ・アフリカ地域への配
慮を保ちつつも，アジア地域への ODA が増加し
ている。特に，南・中央アジアへの ODA 偏向は
著しく，「貧困削減」を掲げながらも，南アジア
のインドやバングラデシュにおける経済インフラ
整備を目的とした ODA が増加している。した
がって，最貧国を多く含むサブサハラ・アフリカ
地域に対する開発援助額増大の必要性は認識しな
がら，日本は南アジアを中心とするアジア地域へ
の偏重へシフトしている。
　次に，援助分野についての国際開発規範と日本
の ODA について検証する。「日本は，途上国の
持続的成長を支援するため，経済活動上重要とな
る経済社会基盤の整備とともに，政策立案，制度
整備や人づくりといった経済分野への支援を通じ
て貿易・投資を促進させることや，民間セクター
の育成及び技術移転を通じ，被援助国の経済成長
を重視」20）と外務省の ODA 白書（1993 年）に
出典：OECD Library19） 「Regional Distribution of ODA by Individual DAC Donors」のデータをもとに筆者作成
図 1　日本と DAC 加盟国の ODA 地域別実績比較（2001－2002）
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図 4　日本と DAC 加盟国の二国間 ODA の分野別配分（1999）
出典：DAC 統計 DAC Statistics on OECD.STAT をもとに筆者作成
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図 3　日本と DAC 加盟国の ODA 地域別実績比較（2011－2012）
出典：OECD Library「Regional Distribution of ODA by Individual DAC Donors」のデータをもとに筆者作成
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あるように，ODA 開始当時から現在に至るまで，
経済インフラ重視の考え方を継続している。日本
の ODA は，電力，通信，交通などの経済インフ
ラを重視し，教育や医療などの社会基礎インフラ
重視の DAC 加盟国との違いが見られる（図 4）。
しかし，ODA 分野別配分での「その他のプロジェ
クト」は，債務救済や行政経費などを含み，
DAC 加盟国も日本も，国際社会の必要性に応じ
た援助を実施している。
　日本は，1993 年から 2001 年に米国とパートナー
シップを組んだ「コモン・アジェンダ（地球的展
望に立った協力のための共通課題）」において経
済インフラのようなハードな分野だけではなく，
社会インフラのようなソフトの分野にも，ODA
による支援を強化する努力を行った。しかし，こ
の日米コモン・アジェンダは，日本の ODA 分野
別援助政策の多角化を推し進め，保健，環境問題，
人口問題などの地球規模の問題に積極的に取り組
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図 5　日本と DAC 加盟国の二国間 ODA の分野別配分（2007）
出典：DAC 統計 DAC Statistics on OECD.STAT をもとに筆者作成
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図 6　日本と DAC 加盟国の二国間 ODA の分野別配分（2011）
出典：DAC 統計 DAC Statistics on OECD.STAT をもとに筆者作成
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むことを可能としたが，実際には，例えば女子教
育普及の場合，学校建設を日本が担当し，教育に
携わる教員育成を USAID が担当するなど，ソフ
トな分野は米国，ハードな分野は日本，といった
分担作業になっていた 21）。
　日本は，国際開発規範を遵守するために，社会
インフラへの ODA を拡充している。1999 年では，
日本の ODA による支援対象分野の割合は，経済
インフラが 31.5%，社会インフラが 18.8% である
が，2007 年には，経済インフラの割合が 23.3%
に減少し，社会インフラ分野は 20.3% と，ハード
とソフト分野へのバランスが少し改善した（図 5）。
しかし，2011 年には，図 6 に示すように，社会
インフラへの支援割合を増加させつつ，経済イン
フラ重視の傾向を復活させている。
　最後に，日本の国際開発規範の受容状況の検証
として，二国間政府開発援助所得グループ別配分
を，日本と他の DAC 加盟国で比較してみよう。
DAC は，所得グループを後発開発途上国（LDCs），
低所得国（LICs），低中所得国（LMICs）に分類 22）
し，加盟国の援助支援が必要な国々へ実施されて
いるか査定している。2001 年度の LDCs 向け援
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図 7　日本と DAC 加盟国の二国間政府開発援助所得グループ別配分（2001－2002）
出典：OECD Library「Distribution of ODA by Income Groups」のデータをもとに筆者作成
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図 8　日本と DAC 加盟国の二国間政府開発援助所得グループ別配分（2011－2012）
出典：OECD Library「Distribution of ODA by Income Groups」のデータをもとに筆者作成
助は，DAC 平均が 36.7% であるのに対し，日本
は 25.7％と他の DAC 加盟国より低い。50% を超
える加盟国は 7 か国あり，DAC 平均は，デンマー
クは 52%，アイスランドは 65.4％となっている（図
7）。
　2011 年 に は， 日 本 も LDCs 向 け の ODA が，
55.3% となり，DAC 加盟国平均（46.8%）を超え
た（図 8）。支援を最も必要とする LDCs への
ODA 配分に関しての国際開発援助規範を遵守で
きた日本であったが，2014 年発表された DAC の
日本の ODA の「開発協力相互レビュー」は，
LDCs への日本の ODA 配分は約 25％で，この比
率は DAC 加盟国の平均 41% を下回り，改善の
勧告を受けた。
　この他にも，DAC が推進してきた国際開発規
範に日本が相反する点をいくつか挙げておこう。
まず国際社会における「貧困削減」に向けた人道
支援の推進を目的に，開発援助の「質」の向上を
指向するDACは，対国民総所得の（GNI）比率0.7%
を援助支出額の目標に掲げているが，日本の
ODA の対 GNI 比率は 0.23％で，DAC 加盟メン
バーの中で第 18 位に留まる（DAC 加盟国平均は
170
0.3％）23）。また DAC 加盟国は，開発途上国に対
して無償資金協力を基本とするが，日本の二国間
援助では有償資金協力（円借款）の比重が高く，
日本の贈与比率（グラントエレメント）は，
54.3% で，DAC 加盟国中で 26 位である 24）。
　そして特に，ジェンダー平等や人権保護等を重要
課題とする開発援助の「質」の向上のため，教育や
保健を含む社会インフラ整備に力を注ぐことが
DAC の開発援助規範であるが，日本は経済インフ
ラ整備を重視し続けている。特に近年では，日本
企業の進出が拡大したベトナムへの ODA 供与額
が急増していることからも明らかである。新たな
援助先としては，ミャンマ―の経済特区や電力イン
フラ整備などの大型案件も増え，日本の ODA の目
的は「商業目的」に利用されているという印象が
さらに色濃くなっている。したがって，「アジア地
域」・「経済インフラ整備」・「円借款」を重視する
日本の ODA は，国際開発規範を遵守することに
努力する姿勢があまり見られないといえよう。
５．ODA 大綱改定と国際開発規範
　ODA 大綱は，11 年ぶりに改定作業が進められ，
「開発協力大綱」と名称も改め，2015 年 2 月に閣
議決定した。その理念や目的には安倍晋三首相が
推し進める日本の「経済成長」と「積極的平和主
義」が投影されている。特に民間の資金や活動と
の連携を強化した官民連携援助を推進し，日本企
業の国際展開の原動力にする狙いを鮮明にしてい
る。また，エネルギー安全保障で重要な中東湾岸
諸国や ODA 対象外の高所得国にも開発協力を実
施する。海外で展開する自衛隊の国連平和維持活
動（PKO）と連動したインフラ整備実施も視野
に入れ，東南アジア諸国への巡回船の供与も可能
にする。OECD の開発援助委員会（DAC）は，
2014 年 7 月に日本の ODA に対する「開発協力
相互レビュー」を発表し，20 項目の助言をまと
めている。その中で，DAC は１）国際開発の効
果を上げる努力を明言する大綱の必要性　２）貧
困削減の目標達成に向けた具体策の提示　３）対
GNI 比 0.7% に向けて ODA 支出額を増加させる
明確な計画　４）援助を最も必要としている国に
ODA をより多く供与する努力，また援助を実施
する本来の理由に依拠した ODA の実施，など提
言している。環境や貧困などグローバルな問題が
深刻化する今日，日本が国際社会にどのような貢
献ができるのか，またどんな役割を担うのか，長
期的なビジョンでの ODA 大綱見直しが必要で
あったが，今回の改定では，国益重視の ODA を
拡充すると示唆したように見える。英国では，
2013 年に，G8 諸国の中で初めて対 GNI 比 0.7%
まで ODA 予算を増やし，厳しい経済状況下，国
民に開発援助の増強の意義を強調した。日本も，
格差が広がる国際社会に対し，国際協調を通じて
さらなる開発援助の「質」と「量」の改善努力を
推し進めるべきではないだろうか。
６．お わ り に
　本稿は，日本の国際協力の中核である ODA を，
国際開発規範との比較検証において分析した。
DAC の加盟国として，国際開発規範の受容を促
進し監視する「開発協力相互レビュー」を実施し
ながら，日本は，政府開発援助の質と量の改善を
行ってきた。「貧困削減」，「格差縮減」は，現在
の国際開発援助の重要な目標であり，国際開発規
範でもある。しかし，援助重点地域，分野や援助
供与国の所得グループについての国際規範を遵守
する姿勢を日本は示しつつ，従来の経済中心の国
益重視型の ODA 政策を復活させていることが，
日本と DAC 加盟国とに比較検証により明らかに
なった。安倍首相の目指す日本の ODA 政策は，
自国の国益ありきであることを鮮明にし，ODA
大国であった日本への国際社会の「期待」を裏切
ることにならないだろうか。近年，新興ドナーと
呼ばれる，国際援助により経済発展を遂げ，他国
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に援助をする側に回った国が開発援助額を増大し
ている。例えば中国の開発援助額は，約 30 億ド
ル（2013）， イ ン ド は 約 12 億 ド ル（2013） で，
OECD 加盟メンバー以外の援助国の ODA 政策に
も影響力が高まる傾向にある。このような新興国
が，戦後 OECD が創りあげてきた国際開発規範
に同調できるような枠組みを築くためにも，日本
は，他の DAC メンバーとの国際協調を強化しつ
つ国際規範の遵守にも配慮し，深刻化する地球規
模の問題解決に貢献できる国際開発援助を目指す
べきである。
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